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○播磨町企業立地促進条例 

平成28年３月３日条例第14号 

改正 

平成30年12月13日条例第18号 

播磨町企業立地促進条例 

（目的） 

第１条 この条例は、町内において事業所の新設又は移設をする事業者に対し奨励金を交付す

ることにより企業の立地を促進するとともに、本町産業の活性化を図り、もって地域経済の

発展及び町民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 事業所 事業者がその事業の用に直接供する施設をいう。 

(２) 新設 本町の区域内に事業所を有しない者が、本町の区域内に新たに事業所を建設

（事業所の買取りを含む。次号において同じ。）することをいう。 

(３) 移設 本町の区域内に事業所を有する者が、当該事業所を本町の区域内の他の土地に

移設することをいう。 

(４) 対象事業所 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法

律（平成19年法律第40号）第４条第６項の同意を得た基本計画の計画期間内に、町の区域

内の都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域、工

業地域、工業専用地域又は近隣商業地域において、新設又は移設されるものをいう。 

(５) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項第１号に規定す

る中小企業者をいう。 

(６) 投下固定資産総額 対象事業所の新設又は移設に要した費用のうち、当該対象事業所

が操業を開始した日（以下「操業開始日」という。）前３年以内に新設又は移設した家屋

並びにこれに付随して取得された土地及び償却資産に要したものの合計額をいう。 

（奨励金） 

第３条 町長は、予算の範囲内において、次の要件を満たす事業者に対し、奨励金を交付する

ことができる。 

(１) 投下固定資産総額が１億円以上（中小企業者にあっては5,000万円以上）であること。 

(２) 投下固定資産総額に係る固定資産税及び都市計画税の納税義務者であること。 

２ 奨励金の額は、１年度における投下固定資産総額に係る固定資産税及び都市計画税の額に、

次の表の左欄に掲げる年度の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める率を乗じた額（当該

額が5,000万円を超える場合は、5,000万円）とする。 

年度 率 

初年度（最初に固定資産税を課すべきこととなる年度をいう。） 10分の９ 
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第２年度（初年度の翌年度をいう。） ４分の３ 

第３年度（第２年度の翌年度をいう。） ２分の１ 

３ 奨励金の交付を受けることができる期間は、操業開始日以後、投下固定資産総額に係る固

定資産税及び都市計画税が次条第２項の指定事業者に最初に課される年度から起算して３

年度を経過するまでの期間とする。 

（指定の申請等） 

第４条 対象事業所の操業を開始しようとする事業者は、前条の奨励金の交付を受けようとす

るときは、規則で定めるところにより、町長に指定の申請をしなければならない。 

２ 町長は、前項に規定する申請を行った事業者に対し、奨励金の交付を行うことが適当であ

ると認めるときは、当該事業者を指定事業者として指定するものとする。 

３ 指定事業者は、第１項の申請の内容を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、あ

らかじめ町長の承認を受けなければならない。 

４ 町長は、第２項の規定による指定又は前項本文の規定による承認を行う場合において、必

要な条件を付することができる。 

（指定事業者の責務） 

第５条 指定事業者は、産業の振興に関する町の施策に協力するとともに、対象事業所周辺の

環境の良好な維持に努めなければならない。 

（報告の徴収等） 

第６条 町長は、奨励金の交付を適正かつ円滑に実施する上で必要と認められる限度において、

指定事業者に対し、報告を求め、又は実地に調査をすることができる。 

２ 指定事業者は、操業開始日から起算して10年を経過する日までの間、各決算年度の経営状

況について、町長に報告しなければならない。 

（地位の承継） 

第７条 合併、分割等により指定事業者の事業を承継した者は、対象事業所において操業を継

続する場合に限り、町長の承認を得て、当該指定事業者の地位を承継することができる。 

（奨励金の交付の申請等） 

第８条 奨励金の交付を受けようとする指定事業者は、規則で定めるところにより、町長に申

請しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付の可否を決定す

るものとする。 

３ 前項の規定により交付決定を受けた指定事業者は、第１項の申請の内容を変更し、中止し、

又は廃止しようとするときは、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

４ 町長は、第２項の規定による交付決定又は前項本文の規定による承認を行う場合において、

必要な条件を付することができる。 

（奨励金の請求） 
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第９条 前条第２項の規定により交付決定を受けた指定事業者は、奨励金の交付を受けようと

するときは、町長に対し、奨励金の請求を行わなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第10条 町長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当した場合において、必要と認めると

きは、奨励金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該

取消しに係る奨励金が既に交付されているときは、その全部又は一部の返還を命じなければ

ならない。 

(１) 操業開始日から起算して10年を経過する日までの間に、対象事業所の全部又は一部の

操業を休止し、又は廃止したとき。 

(２) 操業開始日から起算して10年を経過する日までの間に、対象事業所において第２条第

４号で定められた業種を行わなくなったとき。 

(３) 第４条第４項又は第８条第４項の規定により付された条件に違反したとき。 

(４) 奨励金を交付される見込みがなくなったとき。 

(５) 町税を滞納したとき。 

(６) 偽りその他不正な手段により指定事業者の指定を受け、又は奨励金の交付決定若しく

は交付を受けたとき。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、町長が奨励金を交付することが著しく不適当であると認

めるとき。 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年12月13日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。 


